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1――天気予報一般1 

前回の続きで、天気予報のなかでも、注意報や警報についてみていく。 

 

1｜（一般の）予報・注意報・警報 

あらためて用語の定義から述べるが、それらはすべて気象業務法施行令にまとめて記載されている。 

「予報」 ・・・観測の成果に基く現象の予想の発表（気象業務法第 2条） 

「注意報」・・・（用語の定義は特段なされていないようだが）予報のなかでも災害が起こるおそれ

のある場合に、その旨を注意して行う予報（気象業務法施行令第 4条） 

「警報」 ・・・重大な災害の起るおそれのある旨を警告して行う予報（気象業務法第 2条） 

 

さらに警告の意味が高いものとして、現在は「特別警報」という最高段階のものがあるのだが、そ

れは後回しにして、前段階として、通常の「予報」にも多くの種類があるので、そこから紹介する。 

前のレポートでも触れたように「予報」は、所定の条件を満して気象庁の許可を得れば、誰でも出

すことができる。しかし一方、「警報」については、気象庁以外の者がしてはならない、とされている

（気象業務法第23条）。例外として、津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない

状況にある地の市町村長は津波警報を行うことができる。（施行令第 10条） 

具体的には以下のような種類の予報、注意報、警報が定められている。 

 

（一般の利用に適合する予報及び警報） 

天気予報  ・・・当日から３日以内における風、天気、気温等の予報 

週間天気予報・・・当日から７日間の天気、気温等の予報 

季節予報  ・・・当日から1か月間、３か月間、暖候期、寒候期、梅雨期等の天気、気温、降水

                                                
1 気象庁ホームページ http://www.jma.go.jp/jma/index.html 
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量、日照時間等の概括的な予報 

日ごろ意識しないでいるが、天気予報は「3 日以内の」予報で、それ以上は、週間予報などと区別

されている。 

 

ところで、類似のものとして「10日間天気予報」というのを、近年みかけるが、これは何か。 

実は10日間天気予報は、気象庁が出しているのではなく、日本気象協会という民間団体が出してい

るものである。2 

気象庁には、「予報業務の審査基準」というものを持っており、許可を得て予報業務を行なう場合、

以下のような期間とすることが許可の基準となっている。 

 

【気象等の予報業務の許可等に関する審査基準（予報期間）】 

 

（気象庁ホームページ記載の表を、筆者が一部略記） 

 

例えば、この表によると、3 か月先までひと月ごとの予報をするのはかまわないが、ピンポイント

で「○月○日の天気は、・・・」と予報するのは信頼がおけない、ということだから、念のため。 

 

以下、それぞれ定義はあるのだが、「名は体を表している」ようなので、詳細は省略して、全ての予

報、注意報、警報を挙げる。（特別警報については、別に触れる予定） 

 

予報の伝達ということに関して言えば、まずは気象業務法第13条に「（気象庁が）自ら予報事項及

び警報事項の周知の措置をとる外、報道機関の協力を求めて、これを公衆に周知させるように努めな

ければならない。」とされている。 

さらに、通知先とあるのは、気象業務法（施行令）の中で、予報ごとに、通知をしなければならな

い先が定められており、それぞれの機関がさらに関係各市町村へ通知する義務がある、と定められて

いるものである。そうした仕組により、テレビ・ラジオ、インターネットなどを通じて、天気予報や

注意報・警報が国民にひろくいきわたるようになっている。 

                                                

2 よくインターネットの掲示板などで「気象庁の 10 日間予報は信じられるのですか」などと疑問・不平を述べているのをみかけるが。 

 

予報期間 最小の時間単位

短時間予報 3時間以内の予報 基となる観測資料の時間間隔以上

短期予報 3時間先　～　2日間先以内 1時間以上

中期予報 2日間先　～　7日間先 6時間以上　ただし、72時間先までは1時間以上

長期予報（1か月予報） 7日間先　～　1か月先以内 5日以上、ただし10日間先までは6時間以上

長期予報（3か月予報） 1か月先　～　3か月先以内 1か月以上

長期予報（6か月予報） 3か月先　～　6か月先以内 1か月以上

予報を行う時点から

予報を行う時点から
予報の主な対象となる時点までの期間
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【予報・注意報・警報の種類と通知先】3 

 

 

上記のうち、気象注意報・警報（高潮、波浪も含め）については、気象庁の内部の規則により、さ

らに具体的に、以下のような状況について発出する運用がなされている。（気象庁ホームページによる） 

 

注意報・・・大雨、洪水、大雪、強風、風雪、波浪、高潮、雷、濃霧、乾燥、なだれ、着氷、着雪、

融雪、霜、低温 

警報 ・・・大雨（土砂災害、浸水害）、洪水、暴風、暴風雪、大雪、波浪、高潮 

 

2｜飛行場予報・空域予報・海上予報 

以下は一般の天気予報ではお目にかからないが、航空機、船舶の運航など特殊な状況に関わるもの

である。 

（航空機及び船舶の利用に適合する予報及び警報） 

 

 

航空機の運行や空港の施設などに影響を及ぼす風向風速や視程・天気などの要素について、空港毎

に発表している。これらの情報は（国外のものも含め）航空管制機関、航空会社やパイロットに提供

                                                

3 具体的な現象を想像しにくいのは、「地面現象」だろうか。これは「大雨、大雪等による山崩れ、地滑り」のことである。 

 

予報 注意報 警報
天気予報 ○
週間天気予報 ○
季節予報 ○

地震動 ○ ○ ○       NHK
火山現象 ○ ○ ○ 警察庁 消防庁 海上保安庁 都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
津波 ○ ○ ○ 警察庁 消防庁 海上保安庁 都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
気象 ○ ○  消防庁 海上保安庁 都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
地面現象 ○ ○  消防庁  都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
高潮 ○ ○  消防庁 海上保安庁 都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
波浪 ○ ○  消防庁 海上保安庁 都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK
海面水温 ○
海流 ○
海氷 ○
浸水 ○ ○
洪水 ○ ○  消防庁  都道府県 NTT東日本 NTT西日本 NHK

通知先

予報 注意報 警報
飛行場 ○ 　 ○ 国土交通省
空域 ○ 　 ○ 国土交通省

海上 ○ 海上保安庁

通知先
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されている。これらは航空機の離着陸などに利用するため、区域を限って、時間的にも細かく、雲・

風・視程などを量的にも具体的に発表される。 

警報についても同様で、飛行場○○警報など（○○には大雨、暴風など具体的な現象名が入る。）が

だされる。海上警報についても同様である。 

 

3｜水防活動用の予報・警報など 

（水防活動の利用に適合する予報及び警報） 

 個々の地域では、全国の天気予報よりもこちらのほうが、より切実なものかもしれない。というのは、

例えば、豪雨のたびに河川の氾濫による被害の恐れがあるが、それぞれの河川などに対する具体的な

予報、警報であるからである。 

河川の氾濫の場合、まずは指定河川洪水予報というものがだされる。○○川氾濫警戒情報など、具

体的に河川の状況からなされるもので、複数の都道府県にまたがる規模の大きな河川では国土交通省

と気象庁、それ以外で特に注意すべき河川では各都道府県と気象庁との共同で、予報がなされる。こ

れについては、またあらためて述べることがあるかもしれない。 

 

2――特別警報 

 

予報注意報に較べて、比較的最近行われるようになったのが、「特別警報」である。これは、「予想

される現象が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれが著しく大きい場合、その旨を警告して

行なう警報（気象業務法第13条の2）」である。気象業務法上は、 

気象特別警報 地震動 火山現象 地面現象 津波 高潮 波浪 

が列記されているが、気象庁のホームページによれば、気象の部分が細分化されて、 

大雨（土砂災害、浸水害）、暴風、暴風雪、大雪、 

の場合となっている。 

 

特別警報については、稿を改めて次回詳しく見ていく予定である。 

予報 注意報 警報
水防活動用 気象 ○ ○  消防庁 国土交通省 都道府県 NTT東日本 NTT西日本

津波 ○ ○ 警察庁 消防庁 国土交通省 都道府県 NTT東日本 NTT西日本
高潮 ○ ○  消防庁 国土交通省 都道府県 NTT東日本 NTT西日本
洪水 ○ ○  消防庁 国土交通省 都道府県 NTT東日本 NTT西日本

通知先


